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１．プロジェクトの概要

概 要

実施期間

予算総額

実 施 者

プロジェクト

リーダー

平成２３ 年度～平成２５ 年度 （３年間）

１．8億円（委託 ）
（平成２３年度：０．４６億円 平成２４年度：０．６３億円 平成２５年度：０．７０
億円）

川崎重工業株式会社

川崎重工業株式会社 航空宇宙カンパニー

技術本部 第二装備技術部 烏野部長

将来のより電気化された航空機を実現するために、課題となる電気アク
チュエータからの電力戻りなどによる電源変動を、地上用装置で開発され
た電力変換技術や蓄電技術を用いて、効率的に解決する電源安定化シ
ステムの基礎技術を確立する。
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２．事業の目的・政策的位置付け
航空機のシステム電気化のための技術は、航空機産業政策に沿った研究開発
の装備品（システム）技術の１つとして技術戦略マップに位置づけられている。



３．目標（1/４)(背景）

将来の航空機は、下図に示すように、システムの電気化が進むと考えられる。
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３．目標（2/４)(将来航空機電源の課題）
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３．目標（３/４)(研究目標）

将来のより電気化された航空機を実現するために、課題となる電気アクチュエータからの電
力戻りなどによる電源変動を、地上用装置で開発された電力変換技術や蓄電技術を用いて、
効率的に解決する電源安定化システムの基礎技術を確立する。

・民間機として今までにない高電圧バッテリと直交流電力変換装置を用いることで、電源の安定化を図る

とともにＡＰＵ始動、バッテリ充電など複数の機能を兼ねることで、小型軽量なシステム実現を目指す。

6



7

３．目標（4/４)

要素技術 目標・指標 妥当性・設定理由・根拠等

電源安定化システム ①高効率な電力変換技術とバッテリ技術を用い、小型
軽量で多機能な航空機用電源安定化システムのシス
テム構想とその仕様を設定する。

②システムの基本機能を解析と模擬組み合わせ試験
によって実証し、その基礎技術を確立する。

①本システムは、新しいシステムであり、航空機に
あったシステム構想の設定が必要である。構想設定に
あたっては、小型軽量化のため、高効率な電力変換技
術の適用や多機能化を図る必要がある。

②システムの基本機能は、試験と解析の併用により効
率的に行なって実証する必要がある。

電源安定化装置 ①高効率で小型軽量な航空機用直交流電力変換装置
を開発する。Pulse Width Modulation コンバータ部には
3レベルインバータ技術を用いる。

②機能確認試験用供試体を製作し、試験することによ
って基本機能を確認する。

③今後適用できる新技術を含めて、さらに小型軽量な
機体搭載用装置についてその構想を設定する。

①高効率で小型軽量化を目指すために、地上用で開
発されている3レベルインバータ技術を採用することが
有効である。

②航空機は、地上用と比べて周波数が高いので、試作、
試験による評価が必要である。

③今回は、機能確認試験用供試体しか設計しないため、
機体搭載用装置の構想設計は別途、必要である。

バッテリセル ①航空機用でエネルギー密度が高く、パワー密度も高
いバッテリセルを開発する。

②バッテリセルの試作、試験による特性の確認を行な
うことで、基本性能を確認する。

③ ①、②で確立したバッテリセル技術を用いた小型
軽量な機体搭載用バッテリについて構想を設定する。

①今回のバッテリは。非常用として用いる他、電力吸収、
放出の目的で用いるためエネルギーとパワー密度が高
い必要がある。

②セルは、航空機用として多用途で用いるため、それ
ぞれの用途で、性能確認する必要がある。

③今回は、機能確認試験用セルしか設計しないため、
機体搭載用バッテリの構想設計は別途、必要である。

将来のより電気化された航空機を実現するために、課題となる電気アクチュエータからの電
力戻りなどによる電源変動を、地上用装置で開発された電力変換技術や蓄電技術を用いて、
効率的に解決する電源安定化システムの基礎技術を確立する。
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４．成果、目標の達成度（1/３)
電源安定化システムの開発に関し、システムとその要素技術について、所期の研究目
標を達成した。その結果、ボーイング社との国際共同開発事業として、（公財）航空機国
際共同促進基金の助成を受け、継続して、技術実証に向けた開発を行うことになった。

要素技術 目標・指標 成果 達成度

電源安定化システム ①高効率な電力変換技術とバッテリ技術を用い、小型
軽量で多機能な航空機用電源安定化システムのシス
テム構想とその仕様を設定する。

②システムの基本機能を解析と模擬組み合わせ試験
によって実証し、その基礎技術を確立する。

①電源安定化の他、ＡＰＵ始動、緊急
電力供給などを行える多機能なシステ
ム構想とその仕様を設定した。

②模擬組み合わせ試験により、電源安
定化について、基礎技術を確立した。

達成

電源安定化装置 ①高効率で小型軽量な航空機用直交流電力変換装置
を開発する。Pulse Width Modulation コンバータ部には
3レベルインバータ技術を用いる。

②機能確認試験用供試体を製作し、試験することによ
って基本機能を確認する。

③今後適用できる新技術を含めて、さらに小型軽量な
機体搭載用装置についてその構想を設定する。

①Pulse Width Modulationコンバータ
部に3レベルインバータ技術を採用した
高効率な航空機用直交流電力変換装
置を開発した。

②機能確認試験供試体としてPWMコン
バータとブーストコンバータを製作して
試験により、その機能を確認した。

③今後、適用できる技術としてＳｉＣを
用いた機体搭載用装置についてその
構想を設定した。

達成

バッテリセル ①航空機用でエネルギー密度が高く、パワー密度も高
いバッテリセルを開発する。

②バッテリセルの試作、試験による特性の確認を行な
うことで、基本性能を確認する。

③ ①、②で確立したバッテリセル技術を用いた小型
軽量な機体搭載用バッテリについて構想を設定する。

①②航空機用でエネルギー密度が高く

パワー密度も高いバッテリセルを開発
し、試験により、その性能を確認した。

③上記の技術を用いたバッテリセルを
用いた機体搭載用バッテリについて、
構想を設定した。

達成
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４．成果、目標の達成度-電源安定化装置（2/3)

アクチュエータの
電力変動を模擬

ブーストコンバータ
平成25年度試作

バッテリ電圧を昇圧

ＰＷＭコンバータ
平成２４年度試作

直流交流双方向変換

電力戻りによる
負荷減少

電力増加

交流発電機
１１５Ｖ
４００Ｈｚ

電力変換 双方向

バッテリ

電源安定化システム電流

発電機負荷電流

発電機電圧

他の作動モード での機能も別途確認した。
非常用電源供給モード； インバータとしての作動
ＡＰＵ始動モード ； モーターコントローラとしての作動

電源安定化装置を試作、試験して、その機能を確認した。①アクチュエータからの電力戻りで発電
機負荷電流が減少し、発電機電圧が上昇を始めるが、②電源安定化システムがバッテリ充電電
流（負荷電流）を増やして、③電圧上昇を抑制している。

②発電機電圧上昇と同時にバッテリ充電開始

③発電機電圧上昇は、抑制され、規定値内となった。

①アクチュエータからの電力戻り発生で負荷電流減少
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４．成果、目標の達成度-バッテリセル（3/3)
バッテリセルを試作し、その性能を評価した。バッテリ構造、溶液の特性を改
良することで、今回の運用で最も問題となるパワー密度の向上を図ることがで
きた。

平成24年度試作 平成25年度試作

公称容量(AH) 10 10
公称電圧(V) 3.2 3.2
寸法(mm) 180×155×10 178×150×10
重量エネルギー
密度（Wh/kg)@25℃

91 91

重量パワー密度
（KW/kg)@10℃

1.1 1.8
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５．事業化、波及効果（１/3)

1.本事業の成果をもとに、装備品メーカー及び現在の共同
研究相手先であるボーイング社と電源安定化システムの実用化
研究を行ない、機体搭載レベルの試作品（実証機）を製作する。

2.１で製作した実証機を地上で飛行環境模擬して試験を行ない
その技術が機体搭載可能であることを実証する。
（Technology Rediness Level 6の達成）

3.電源安定化システムの本格開発を行ない実機に適用する。

4.電源安定化システム及び電力変換装置、バッテリ、それぞれ
について、各種航空機にあわせた開発を行い、実機搭載を推進
する。

5.航空機以外の地上設備、船舶、車両などへの適用を推進する。
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②電源安定化
装置

①電源安定化
システム

③バッテリ

20162012 2020 20302011
本研究終了

2013

本

研

究

実用化研究
製造設備等準備

開発研究・
フィールドテスト

実機適用
開発作業

波及効果

●電源安定化システム
船舶、車両、家庭用電源などの電源安定化

●バッテリ技術
ヘリコプタ、ビジネスジェットのバッテリ
自動車、電車、船舶など移動体のバッテリ
地上設置用のバッテリ

●電源安定化装置の電力変換技術
航空機用モーターコントローラ
船舶、車両などのモーターコントローラ

●電源安定化
システム実用化
研究

５．事業化、波及効果（2/3)

●民間旅客機搭載
を目指した開発
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波及効果

間接
アウトカム

目的達成までのシナリオ プロジェクトの目的 将来像

プロジェクトの成果目標

電源安定化
システム

電源安定化
装置

バッテリセル

［上位施策の目的］

プロジェクトのアウトカム（プロジェクトの成果が及ぼす効果等）

直接アウトカム
（直接カスタマー）

プロジェクト名

５．事業化、波及効果（2/3)

①小型軽量で多機能
な電源安定化システ
ムの構想とその仕様
を設定する

②基本機能を解析と
模擬組み合わせ試験
によって実証する。

①高効率で小型軽量
な航空機用直交流電
力変換装置 を開発
する。

②機能確認試験用供
試体を製作し、試験
することによって基本
機能を確認する。

①航空機用でエネルギー
密度が高く、パワー密度も
高い、小型軽量なバッテリ
セルを開発する。

②バッテリセルの試作、試
験による特性の確認を行
なうことで、基本性能を確
認する。

電気化された航空機
で、課題となる電源
変動を、電力変換や
蓄電技術を用いて、
効率的に解決する電
源安定化システムの
基礎技術を確立する。

航空機用電源安定
化システムの基礎技
術を確立することを
ねらい、次の技術基
盤を得る。

〔技術基盤〕

・電源安定化技術

・高効率電力変換

技術

・小型軽量バッテリ
技術

航空機用電源
安定化システ
ムを事業化す
る。

航空機用電源安定
化システムの適用検
討を通じ、下記の技
術展開が促進される。

・航空機電源の小型
軽量化設計手法

・航空機システムの
電気化とその小型軽
量化設計手法

・我が国主導の民間機開
発の実現

・国際共同開発における
役割の拡大

・部品・素材産業の一層
の高度化

航空機だけでなく、船舶、鉄道
車両、自動車などの移動体や、
家庭、地上電源の電源安定化
とスマートグリッド化に適用可
能性が高い。
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６．研究開発マネジメント・体制等（1/2)

本事業は、平成２３年度から平成２５年度までの３年間の予定で実施した。
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６．研究開発マネジメント・体制等（2/2)

研究開発実施機関
川崎重工業株式会社
航空宇宙カンパニー
技術本部第二装備技術部
（プロジェクトリーダー：烏野部長）

シンフォニアテクノロジー株式会社

ボーイング社

技術評価委員会
（委員長：名古屋大学 道木教授）

電源安定化装置設計・試作

古河電池株式会社

バッテリセル設計・試作

協力

外注

機体インターフェイス情報提供
仕様設定への協力

・川崎重工業が経済産業省の委託を受けて実施した。

・プロジェクトリーダーは、航空機電源研究開発を担当する航空宇宙カンパニー第二装備技術部
の烏野部長を選任した。

・名古屋大学の工学研究科の道木教授を委員長とする技術評価委員会で研究内容と方向性につい
て年３回、アドバイスを得て研究を進めた。
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７．中間評価の結果

提 言 対 処 方 針

今後とも各技術に関する開発事業を推進する必
要があるが、それに加えて新しい技術の調査と
取り込みは、諸外国の後塵を拝さないためにも
必要である。独自の技術として早期確立が望ま
れる技術については、事業化及び認証取得に向
け、産学官の連携によるスピード感を持った取り
組みが必要である。

また、国の施策として行うべきか、企業の研究開
発として行うべきかを整理する必要がある。

○引き続き、最先端の研究成果が得られるよう、取組みを
強化するとともに、諸外国の動向把握にも取り組んでま
いりたい。

○事業化及び認証取得を加速するため、産学官の連携等、
適切な体制構築に努めてまいりたい。

○事業毎に国で行うべきかどうかを精査してまいりたい。

評価小委員会のコメント 対 処 方 針
９つある課題について、最終的な目標である日本
の航空機産業の中でどのように位置づけ、ウエ
イトを置くのか整理し、それらの相関関係を考慮
して事業を進捗させることが望ましい。

○技術開発を進めるにあたって、日本の航空機産業の中
での位置づけ、ウエイトの置き方について整理し、相関
関係を考慮して事業を進めて参りたい。


